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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第32期中、第33期中、第32期及び第33期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第34期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期 

会計期間 

自平成17年 
４月21日 
至平成17年 
10月20日 

自平成18年 
４月21日 
至平成18年 
10月20日 

自平成19年 
４月21日 
至平成19年 
10月20日 

自平成17年 
４月21日 
至平成18年 
４月20日 

自平成18年 
４月21日 
至平成19年 
４月20日 

売上高（千円） 4,149,579 4,288,258 3,668,612 8,177,189 8,371,388 

経常利益（千円） 357,051 277,107 20,543 668,386 473,996 

中間（当期）純利益（△：純損失）

（千円） 
237,582 160,618 △1,821 469,492 331,880 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 566,760 566,760 566,760 566,760 566,760 

発行済株式総数（株） 7,618,000 7,618,000 7,618,000 7,618,000 7,618,000 

純資産額（千円） 5,126,359 5,440,598 5,498,495 5,342,119 5,634,503 

総資産額（千円） 7,397,877 8,359,371 7,539,815 7,539,403 7,978,950 

１株当たり純資産額（円） 674.47 715.93 723.55 702.97 741.44 

１株当たり中間（当期）純利益

（△：純損失）（円） 
31.48 21.14 △0.24 61.99 43.67 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 6 8 5 14 16 

自己資本比率（％） 69.3 65.1 72.9 70.9 70.6 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

（千円） 
△189,593 327,345 207,667 174,336 621,983 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

（千円） 
△73,907 △591,357 △260,948 196,776 △686,814 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

（千円） 
△110,763 372,605 △138,494 76,179 △189,289 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
671,612 1,601,761 1,047,271 1,493,168 1,239,047 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］（人） 

252 

[93] 

272 

[92] 

279 

[92] 

276 

[92] 

301 

[92] 
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２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容については、重要な変更はありません。  

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を［ ］外数で記載しております。

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  平成19年10月20日現在

従業員数（人） 279[92] 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業業績を背景に設備投資が増加し、雇用情勢も改善されるな

ど、全体景気は概ね回復基調で推移いたしました。 

 しかしながら、当社に関連の深い建設・住宅業界におきましては、平成19年６月、耐震偽装問題に端を発した建

築基準法の改正と、建築確認審査手続きの厳格化による確認申請業務の混乱が大きく影響して、新設住宅着工戸数

は７月こそ総戸数ベースで前年比23％減に止まったものの、８月は同43％減、９月も同44％減となるなど、極めて

厳しい環境となりました。 

 このような状況の中で、当社は首都圏での営業基盤の強化に取組む一方、リフォームや中層物件への営業展開を

通し受注機会の拡大を図ると共に、レンタル事業と住環境事業との融合による新しいビジネスモデルの確立に注力

してまいりました。 

 また、提携会社で構成されるビケ会グループの中核会社として、グループビジネスの強化とビケ事業の活性化を

図り、シェアの拡大に力を注いでまいりましたが、前述のとおり、新設住宅着工戸数減少の影響を大きく受け、減

収減益を余儀なくされました。 

 その結果、当中間会計期間の売上高はレンタル部門で163百万円減の2,524百万円(前年同期比6.1％減)、販売部

門で478百万円減の1,090百万円(同30.5％減)となりました。損益面におきましては、営業利益は251百万円減の22

百万円(同92.0％減)、経常利益は256百万円減の20百万円(同92.6％減)となり、当期純損失は1.8百万円（前年同期

は中間純利益160百万円）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フロー

が207百万円となった一方、投資活動によるキャッシュ・フローが△260百万円、財務活動によるキャッシュ・フロ

ーが△138百万円となったこと等により、前中間会計期間末に比べ554百万円減少し、1,047百万円となりました。 

 当中間会計期間中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は207百万円（前年同期比36.6％減）となりました。 

これは主に売上債権減少額266百万円、仕入債務増加額100百万円等を反映したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は260百万円（前年同期比55.9％減）となりました。 

これは主に投資有価証券の取得による支出318百万円等を反映したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は138百万円（前年同期は372百万円の収入）となりました。 

これは長期借入金の返済による支出額77百万円、配当金の支払額60百万円であります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）レンタル能力 

 レンタル用資産であるビケ部材の当社の保有高は次のとおりであります。 

（注） 当社のレンタル用資産は極めて多種多様にわたり、かつ同種の品目であっても仕様、構造、形式は一様ではあ

りません。このため、保有する主要部材で施工可能な広さを建物の架㎡数で表示しております。 

 ここに主要部材とは、支柱・踏板・布材・ブラケット・ジャッキベースのことであります。 

(2）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）外注の状況 

 当社は製品の製造及び部品加工の大部分を外注に依存しております。その依存度は、外注費が製造費用に対し当

中間会計期間で41.1％を占めております。 

 なお、主な外注先は、株式会社山本興業、株式会社西川製作所、株式会社カワモト等であります。 

(4）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は仕入価格によります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

前年同期比（％） 

施工能力数（千平方メートル） 1,282 98.2 

品目別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

前年同期比（％） 

ビケ部材（千円） 666,134 53.7 

一般仮設（千円） 241,528 131.3 

合計（千円） 907,663 63.8 

品目別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

前年同期比（％） 

ビケ部材（千円） 58,269 41.4 

一般仮設（千円） 186,305 101.6 

合計（千円） 244,575 75.5 
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(5）受注状況 

 当中間会計期間の受注状況を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．受注高は出荷価格をベースに記載しております。 

２．レンタル売上、その他売上は受注生産ではありませんので、該当事項はありません。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(6）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当社を取り巻く経営環境は、建築確認手続変更問題に起因した確認審査業務の混乱も鎮静化し始めており、今後は

新設住宅着工戸数について回復が期待されますが、一部には、原油をはじめエネルギーや原材料価格の高騰など経済

の不安定要因がなお根強く残っており、全体としては依然不透明な状況にあると言わざるを得ません。 

 このような環境のもとで当社としては、「商品力」と「営業力」の強化を図り、一層の受注拡大を目指してまいり

ます。 

 ① 商品力の強化 

   ムラのない品質を重視したサービスや商品を提供し、顧客ニーズに対応した製品を開発することで競争の優位

  性を確保してまいります。  

 ② 営業力の強化 

   レンタル事業をコアとして住環境事業や販売事業とのコラボレーションにより、効率を重視した組織的な営業

  体制を構築し、競争力強化のため多機能化を図ってまいります。  

  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

品目別 受注高（千円） 
前年同期比 
（％） 

受注残高（千円） 
前年同期比 
（％） 

製品 
ビケ部材 458,189 42.3 5,718 9.8 

一般仮設 272,076 100.3 53,576 66.3 

商品 
ビケ部材 44,164 40.6 2,423 21.1 

一般仮設 224,487 106.3 1,203 13.4 

合計 998,917 59.7 62,921 39.5 

品目別 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

前年同期比（％） 

レンタル（千円） 2,524,031 93.9 

製品 

ビケ部材（千円） 563,880 52.9 

一般仮設（千円） 247,755 127.0 

計（千円） 811,635 64.4 

商品 

ビケ部材（千円） 43,145 41.8 

一般仮設（千円） 235,329 115.1 

計（千円） 278,474 90.5 

その他（千円） 54,470 168.7 

合計（千円） 3,668,612 85.6 
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５【研究開発活動】 

 研究開発は、当社販売本部技術部が中心となって行っております。 

 この研究の推進にあたっては、販売本部企画課を中心に販売各部およびレンタル部門が、市場調査、顧客の意向

を収集し、顧客と一体となったマーケティングを行い、技術部が設計開発業務を推進しております。 

 当中間会計期間における研究開発費の総額は20百万円となっております。 

 また、製品開発については製品の競争力をアップさせるために情報収集を十分に行い、種々の改善に力を注ぐと

ともに、年々需要が増えているリフォーム工事も視野に入れ、現場の安全・現場の作業性向上・現場環境のイメー

ジアップ等につながる独自のオリジナル製品の開発に取り組んでまいります。 

第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2) 【新株予約権等の状況】  

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 26,000,000 

計 26,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成19年10月20日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年１月17日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 7,618,000 7,618,000
㈱大阪証券取引所 

（市場第二部） 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 7,618,000 7,618,000 － － 
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(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月21日～

平成19年10月20日 

  

－ 7,618,000 － 566,760 － 649,860 

  平成19年10月20日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三浦 基和 大阪府大阪狭山市 1,248 16.38 

ゴールドマン・サックス・イン

ターナショナル 

（常任代理人 ゴールドマン・ 

サックス証券㈱ 東京支店） 

133 Fleet Street,London,EC4A2BB,U.K. 

（東京都港区六本木６丁目10-１ 六本木ヒ

ルズ森タワー） 

911 11.95 

ダイサン取引先持株会 大阪市中央区南本町２丁目６－12 514 6.74 

有限会社和顔 大阪府大阪狭山市大野台６丁目６－12 424 5.56 

大原 春子 大阪府大阪狭山市 343 4.50 

金沢 昭枝 堺市北区 275 3.61 

三浦 民子 堺市北区 271 3.55 

ダイサン従業員持株会 大阪市中央区南本町２丁目６－12 260 3.41 

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪市北区堂島浜１丁目２－６ 200 2.62 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 180 2.36 

計 － 4,626 60.73 
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(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年10月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     18,600 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式   7,599,000 75,990 同上 

単元未満株式 普通株式         400 － 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 7,618,000 － － 

総株主の議決権 － 75,990 － 

  平成19年10月20日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ダイサン 
大阪市中央区南本町

２丁目６番12号 
18,600 － 18,600 0.24 

計 － 18,600 － 18,600 0.24 

月別 平成19年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円） 557 501 526 555 519 495 

最低（円） 480 475 483 484 428 435 
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第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月21日から平成18年10月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月21日から平成19年10月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月21日から平成18年10月20日ま

で）の財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年

４月21日から平成19年10月20日まで）の中間財務諸表について、霞が関監査法人の中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 
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【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成18年10月20日） 

当中間会計期間末 
（平成19年10月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年４月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   1,601,761   1,147,271   1,339,047   

２．受取手形 ※５ 783,940   611,679   823,512   

３．売掛金  1,567,407   1,183,241   1,235,608   

４．割賦売掛金   11,340   1,620   6,480   

５．たな卸資産  1,158,467   1,150,987   1,157,713   

６．その他  123,909   116,766   128,354   

７．貸倒引当金  △17,310   △14,740   △15,231   

流動資産合計   5,229,516 62.6  4,196,825 55.7  4,675,484 58.6 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産           

１．建物及び構築物 ※1,2 230,454   437,763   450,675   

２．機械及び装置 ※１ 86,915   79,043   84,674   

３．土地 ※２ 1,747,545   1,750,783   1,750,783   

４．その他 ※１ 114,866   43,263   43,977   

有形固定資産合計  2,179,782   2,310,853   2,330,112   

(2）無形固定資産  120,201   99,069   112,910   

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  359,002   593,054   499,409   

２．長期貸付金  1,376   350   1,187   

３．その他  ※３ 538,553   391,857   427,446   

４．貸倒引当金  △69,060   △52,194   △67,599   

投資その他の資産
合計  829,871   933,067   860,444   

固定資産合計   3,129,855 37.4  3,342,990 44.3  3,303,466 41.4 

資産合計   8,359,371 100.0  7,539,815 100.0  7,978,950 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※５ 582,391   313,694   418,164   

２．買掛金  482,718   607,851   396,827   

３．短期借入金 ※２ 450,000   －   －   

４．１年内返済長期借
入金 

※２ 128,800   138,000   146,700   

５．未払法人税等  148,691   17,872   242,131   

６．未払消費税等 ※４ 19,816   19,247   9,512   

７．賞与引当金  135,384   132,941   143,720   

８．割賦繰延利益  4,217   579   2,365   

９．その他  294,996   272,193   327,789   

流動負債合計   2,247,015 26.9  1,502,380 19.9  1,687,210 21.2 

 

- 10 -



  
前中間会計期間末 
（平成18年10月20日） 

当中間会計期間末 
（平成19年10月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成19年４月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２  546,500   408,500   477,500   

２．役員退職慰労引当
金  83,000   88,900   85,700   

３．その他  42,257   41,539   94,036   

固定負債合計   671,757 8.0  538,939 7.2  657,236 8.2 

負債合計   2,918,773 34.9  2,041,320 27.1  2,344,446 29.4 

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金   566,760 6.8  566,760 7.5  566,760 7.1 

２．資本剰余金           

(1) 資本準備金  649,860   649,860   649,860   

資本剰余金合計   649,860 7.8  649,860 8.6  649,860 8.1 

３．利益剰余金           

(1) 利益準備金  49,795   49,795   49,795   

(2) その他利益剰
余金           

別途積立金  3,568,000   3,778,000   3,568,000   

繰越利益剰余金  525,936   363,787   636,403   

利益剰余金合計   4,143,731 49.6  4,191,582 55.6  4,254,198 53.3 

４．自己株式   △5,443 △0.1  △5,443 △0.1  △5,443 △0.0 

株主資本合計   5,354,907 64.1  5,402,758 71.6  5,465,374 68.5 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券
評価差額金   85,690 1.0  95,736 1.3  169,128 2.1 

評価・換算差額等
合計   85,690 1.0  95,736 1.3  169,128 2.1 

純資産合計   5,440,598 65.1  5,498,495 72.9  5,634,503 70.6 

負債純資産合計   8,359,371 100.0  7,539,815 100.0  7,978,950 100.0 
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   4,288,258 100.0  3,668,612 100.0  8,371,388 100.0 

Ⅱ 売上原価   2,896,803 67.6  2,549,815 69.5  5,701,127 68.1 

売上総利益   1,391,455 32.4  1,118,796 30.5  2,670,261 31.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,117,490 26.0  1,096,786 29.9  2,196,054 26.2 

営業利益   273,964 6.4  22,010 0.6  474,206 5.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１  11,492 0.3  10,358 0.3  22,030 0.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２  8,349 0.2  11,826 0.3  22,240 0.3 

経常利益   277,107 6.5  20,543 0.6  473,996 5.7 

Ⅵ 特別利益 ※３  13,714 0.3  299 0.0  133,820 1.5 

Ⅶ 特別損失 ※４  24 0.0  1,234 0.1  9,277 0.1 

税引前中間（当
期）純利益   290,797 6.8  19,608 0.5  598,540 7.1 

法人税、住民税及
び事業税  139,000   12,000   288,000   

法人税等調整額  △8,821 130,178 3.1 9,429 21,429 0.6 △21,340 266,659 3.1 

中間（当期）純利
益（△：純損失）   160,618 3.7  △1,821 △0.1  331,880 4.0 
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③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月21日 至平成18年10月20日） 

 （注）平成18年７月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年４月20日 残高 

（千円） 
566,760 649,860 649,860 49,795 3,298,000 696,112 4,043,907 △5,443 5,255,083 

中間会計期間中の変動額          

新株の発行（千円）     －       －   － 

剰余金の配当（千円）

（注） 
    －     △60,794 △60,794   △60,794 

別途積立金の積立（千円）

（注） 
    －   270,000 △270,000 －   － 

中間純利益（千円）     －     160,618 160,618   160,618 

自己株式の処分（千円）     －       －   － 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

（千円） 

    －       －   － 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 270,000 △170,176 99,823 － 99,823 

平成18年10月20日 残高 

（千円） 
566,760 649,860 649,860 49,795 3,568,000 525,936 4,143,731 △5,443 5,354,907 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年４月20日 残高 

（千円） 
87,036 87,036 5,342,119 

中間会計期間中の変動額    

新株の発行（千円）     － 

剰余金の配当（千円）

（注） 
    △60,794 

別途積立金の積立（千円）

（注） 
    － 

中間純利益（千円）     160,618 

自己株式の処分（千円）     － 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

△1,345 △1,345 △1,345 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△1,345 △1,345 98,478 

平成18年10月20日 残高 

（千円） 
85,690 85,690 5,440,598 
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当中間会計期間（自平成19年４月21日 至平成19年10月20日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成19年４月20日 残高 

（千円） 
566,760 649,860 649,860 49,795 3,568,000 636,403 4,254,198 △5,443 5,465,374 

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当（千円）     －     △60,794 △60,794   △60,794 

別途積立金の積立（千円）     －   210,000 △210,000 －   － 

中間純損失（千円）     －     △1,821 △1,821   △1,821 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

（千円） 

    －       －   － 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 210,000 △272,616 △62,616 － △62,616 

平成19年10月20日 残高 

（千円） 
566,760 649,860 649,860 49,795 3,778,000 363,787 4,191,582 △5,443 5,402,758 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年４月20日 残高 

（千円） 
169,128 169,128 5,634,503 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当（千円）   － △60,794 

別途積立金の積立（千円）   － － 

中間純損失（千円）   － △1,821 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（千円） 

△73,391 △73,391 △73,391 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△73,391 △73,391 △136,008 

平成19年10月20日 残高 

（千円） 
95,736 95,736 5,498,495 
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月21日 至平成19年４月20日） 

 （注）平成18年７月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年４月20日 残高 

（千円） 
566,760 649,860 649,860 49,795 3,298,000 696,112 4,043,907 △5,443 5,255,083 

事業年度中の変動額          

剰余金の配当（千円）

（注） 
    －     △60,794 △60,794   △60,794 

剰余金の配当（千円）     －     △60,794 △60,794   △60,794 

別途積立金の積立（千円）

（注） 
    －   270,000 △270,000 －   － 

当期純利益（千円）     －     331,880 331,880   331,880 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 

（千円） 

    －       －   － 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 270,000 △59,708 210,291 － 210,291 

平成19年４月20日 残高 

（千円） 
566,760 649,860 649,860 49,795 3,568,000 636,403 4,254,198 △5,443 5,465,374 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年４月20日 残高 

（千円） 
87,036 87,036 5,342,119 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（千円）

（注） 
  － △60,794 

剰余金の配当（千円）   － △60,794 

別途積立金の積立（千円）

（注） 
  － － 

当期純利益（千円）   － 331,880 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 

（千円） 

82,092 82,092 82,092 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
82,092 82,092 292,383 

平成19年４月20日 残高 

（千円） 
169,128 169,128 5,634,503 
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日) 

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

    

税引前中間（当期）純利益  290,797 19,608 598,540 

減価償却費  45,965 58,698 100,487 

貸倒引当金の減少額  △5,525 △15,897 △9,064 

賞与引当金の減少額  △10,519 △10,779 △2,183 

役員退職慰労引当金の増加
額 

 2,600 3,200 5,300 

受取利息及び受取配当金  △5,263 △4,377 △7,912 

支払利息  7,004 5,589 14,793 

匿名組合出資利益  △12,891 － △92,631 

売上債権の増減額（△：増
加） 

 △56,138 266,208 238,932 

たな卸資産の増減額（△：
増加） 

 △132,769 6,726 △132,015 

仕入債務の増減額（△：減
少） 

 209,954 100,794 △42,922 

前払年金費用の減少額  15,701 19,528 26,068 

その他  △5,093 △7,853 1,960 

小計  343,821 441,446 699,353 

利息及び配当金の受取額  4,344 4,986 7,303 

利息の支払額  △7,452 △5,674 △14,688 

法人税等の支払額  △17,583 △233,091 △74,200 

法人税等の還付額  4,216 － 4,216 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 327,345 207,667 621,983 
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前中間会計期間 

(自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日) 

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

    

投資有価証券の取得による
支出 

 △141,026 △318,894 △141,026 

投資有価証券の期限前償還
による収入  

 － 100,000 － 

有形固定資産の取得による
支出 

 △442,867 △42,616 △615,437 

無形固定資産の取得による
支出 

 △1,300 － △7,814 

貸付けによる支出  △9,000 △12,590 △23,070 

貸付金の回収による収入  10,690 13,093 27,027 

保険積立金への支出  △1,314 △2,331 △3,128 

匿名組合出資返戻金  1,799 － 102,658 

保証金返還による収入   － 3,848 26,872 

保証金差し入れによる支
出  

 － △1,263 △49,250 

その他  △8,337 △193 △3,645 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △591,357 △260,948 △686,814 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

    

短期借入金減少額  △200,000 － △650,000 

長期借入れによる収入  650,000 － 650,000 

長期借入金の返済による支
出 

 △16,600 △77,700 △67,700 

配当金の支払額  △60,794 △60,794 △121,589 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 372,605 △138,494 △189,289 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額
（△：減少） 

 108,593 △191,775 △254,120 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 1,493,168 1,239,047 1,493,168 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

※ 1,601,761 1,047,271 1,239,047 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

 時価法 

(2）デリバティブ 

同左  

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

 商品、原材料 

移動平均法による原価法 

商品、原材料 

 同左 

商品、原材料 

 同左 

 製品、仕掛品 

総平均法による原価法 

製品、仕掛品 

同左  

製品、仕掛品 

 同左 

 賃貸用仮設材 

 取得年度別の総平均法によ

る原価法に基づく取得価額か

ら使用可能期間で均等償却し

た減耗費を控除する方法によ

っております。 

賃貸用仮設材 

 同左 

賃貸用仮設材 

同左 

 貯蔵品 

先入先出法による原価法 

貯蔵品 

先入先出法による原価法 

貯蔵品 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日） 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物  ７～38年 

機械及び装置   ３～12年 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物  ７～38年 

機械及び装置   ３～12年 

 （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

21日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ862千円減少しておりま

す。 

 （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成

19年４月20日以前に取得した有

形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得原価の

５％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得原価の５％相

当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ2,552千円減少しておりま

す。 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物  ７～38年 

機械及び装置   ３～12年 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日） 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、当中間期

に負担すべき支給見込額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、当期に負

担すべき支給見込額を計上して

おります。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 ただし、当中間会計期間末現

在の年金資産残高が退職給付債

務を上回っているため、退職給

付引当金残高は発生しておりま

せん。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産残高に基

づき計上しております。 

 ただし、当期末現在の年金資

産残高が退職給付債務を上回っ

ているため、退職給付引当金残

高は発生しておりません。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たす金利

スワップについては、特例処理

を採用しております。 

────── 

  

① ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たす金利 

スワップについては、特例処理 

を採用しております 

 ② ヘッジ手段及びヘッジ対象   ② ヘッジ手段及びヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワップ  借入金 

  ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワップ  借入金 

 ③ ヘッジ方針 

 財務上発生している金利リス

クをヘッジし、リスク管理を効

率的に行うためにデリバティブ

取引を導入しております。 

  

  

③ ヘッジ方針 

 財務上発生している金利リス

クをヘッジし、リスク管理を効

率的に行うためにデリバティブ

取引を導入しております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 当社がヘッジ会計を適用して

いる金利スワップ取引は特例処

理の適用要件を満たすため、有

効性の判定は不要であります。 

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 当社がヘッジ会計を適用して

いる金利スワップ取引は特例処

理の適用要件を満たすため、有

効性の判定は不要であります。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日） 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか伴わない取得から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

  当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は5,440,598千円であります。 

  なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則によ

り作成しております。 

  

  

  

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号平

成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は5,634,503千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

  

（業務受託料の区分の変更） 

 業務受託料については、従来「販売

費及び一般管理費」の控除項目として

計上しておりましたが、主たる営業活

動に含まれる業務の成果としての性格

を有し、金額的重要性が増加している

ため、損益区分をより適正に表示する

必要性があると判断し、当中間会計期

間から「売上高」に含めて表示するこ

ととしました。 

 この結果、売上高・売上総利益がそ

れぞれ18,771千円増加し、販売費及び

一般管理費が同額増加しております。 

  

────── 

  

（業務受託料の区分の変更） 

 業務受託料については、従来「販売

費及び一般管理費」の控除項目として

計上しておりましたが、主たる営業活

動に含まれる業務の成果としての性格

を有し、金額的重要性が増加している

ため、損益区分をより適正に表示する

必要性があると判断し、当事業年度か

ら「売上高」に含めて表示することと

しました。 

 この結果、売上高・売上総利益がそ

れぞれ37,200千円増加し、販売費及び

一般管理費が同額増加しております。
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表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日） 

 また、受託業務に従事する社員の人

件費等については、従来「販売費及び

一般管理費」に計上しておりました

が、当中間会計期間から「売上原価」

に含めて表示することとしました。 

 この結果、売上原価が21,832千円増

加し、販売費及び一般管理費が同額減

少しております。 

  

  

  

 また、受託業務に従事する社員の人

件費等については、従来「販売費及び

一般管理費」に計上しておりました

が、当事業年度から「売上原価」に含

めて表示することとしました。 

 この結果、売上原価が45,115千円増

加し、販売費及び一般管理費が同額減

少しております。 

  

（保険代理店手数料の区分の変更） 

 保険代理店手数料については、従来

「営業外収益」に計上しておりました

が、主たる営業活動に含まれる業務の

成果としての性格を有する収益をより

適正に区分表示する必要性があると判

断したため、当中間会計期間から「売

上高」に含めて表示することとしまし

た。 

 この結果、売上高・売上総利益・営

業利益がそれぞれ13,517千円増加し、

営業外収益が同額減少しております。 

────── 

  

（保険代理店手数料の区分の変更） 

 保険代理店手数料については、従来

「営業外収益」に計上しておりました

が、主たる営業活動に含まれる業務の

成果としての性格を有する収益をより

適正に区分表示する必要性があると判

断したため、当事業年度から「売上

高」に含めて表示することとしまし

た。 

 この結果、売上高・売上総利益・営

業利益がそれぞれ20,636千円増加し、

営業外収益が同額減少しております。

前中間会計期間 
（自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「前払年金費

用の増減額（△：増加）」は、前中間会計期間は「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性

が増したため区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている

「前払年金費用の増減額（△：増加）」は△7,662千円

であります。  

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「保証金返還

による収入」、「保証金差し入れによる支出」は、前

中間会計期間は「その他」に含めて表示しておりまし

たが、金額的重要性が増したため区分掲記しておりま

す。 

 なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている

「保証金返還による収入」、「保証金差し入れによる

支出」は、それぞれ2,145千円、△5,006千円でありま

す。  
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成18年10月20日） 

当中間会計期間末 
（平成19年10月20日） 

前事業年度末 
（平成19年４月20日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
1,421,924千円 1,489,586千円 1,446,750千円 

※２．担保資産 (イ）担保に供している資産 (イ）担保に供している資産 (イ）担保に供している資産 

 建物 27,455千円 

土地 408,289千円 

計 435,745千円 

建物 24,968千円 

土地 408,289千円 

計 433,258千円 

建物 26,157千円 

土地 408,289千円 

計 434,447千円 

 (ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務 

 短期借入金 60,000千円 

一年内返済 

長期借入金 
66,000千円 

長期借入金 534,000千円 

計 660,000千円 

一年内返済 

長期借入金 
125,500千円 

長期借入金 408,500千円 

計 534,000千円 

一年内返済 

長期借入金 
100,500千円 

長期借入金 477,500千円 

計 578,000千円 

 ※３．匿名組合の会計処理 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 当社の出資に関する匿名組合の

持分を適正に評価するために、当

社の負担すべき投資損失の累計額

については、出資金から直接控除

し、出資金を超える金額は匿名組

合債務として計上しております。 

─────  当社の出資に関する匿名組合の

持分を適正に評価するために、当

社の負担すべき投資損失の累計額

については、出資金から直接控除

し、出資金を超える金額は匿名組

合債務として計上しております。 

 なお、同組合は平成18年11月21

日をもって終了しております。 

  

※４．消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、未払消費税等とし

て表示しております。 

同左 ───── 

※５．期末日満期手形  ─────  中間期末日満期手形の会計処理

については、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして

処理しております。当中間期末日

満期手形の金額は、次のとおりで

あります。 

受取手形 3,752千円 

支払手形 36,140千円 

───── 
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（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日） 

※１．営業外収益のうち主要

なもの 

   

受取利息 

受取配当金 

受取手数料 

消費税還付金 

2,182千円 

3,080千円 

1,322千円 

－千円 

1,487千円 

2,890千円 

268千円 

2,182千円 

4,619千円 

3,292千円 

1,688千円 

－千円 

※２．営業外費用のうち主要

なもの 

   

支払利息 7,004千円 5,589千円 14,793千円 

※３．特別利益のうち主要な

もの 

   

匿名組合出資利益 12,891千円 －千円 92,631千円 

※４．特別損失のうち主要な

もの 

   

固定資産除却損 24千円 1,234千円 6,311千円 

５．減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 

32,811千円 

13,153千円 

44,857千円 

13,840千円 

73,879千円 

26,607千円 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月21日 至 平成18年10月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

当中間会計期間（自 平成19年４月21日 至 平成19年10月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

  
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

 発行済株式      

 普通株式 7,618 － － 7,618

 合計 7,618 － － 7,618

 自己株式      

 普通株式 18 － － 18

 合計 18 － － 18

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年７月13日 

定時株主総会 
普通株式 60,794 8 平成18年４月20日 平成18年７月13日

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
配当の原資  

1株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成18年11月６日 

取締役会 
普通株式 60,794 利益剰余金 8 平成18年10月20日 平成19年１月17日

  
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

 発行済株式      

 普通株式 7,618 － － 7,618

 合計 7,618 － － 7,618

 自己株式      

 普通株式 18 － － 18

 合計 18 － － 18

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年７月18日 

定時株主総会 
普通株式 60,794 8 平成19年４月20日 平成19年７月19日

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
配当の原資  

1株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成19年11月６日 

取締役会 
普通株式 37,996 利益剰余金 5 平成19年10月20日 平成20年１月17日
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前事業年度（自 平成18年４月21日 至 平成19年４月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前事業年度末株式数
（千株） 

当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

 発行済株式      

 普通株式 7,618 － － 7,618

 合計 7,618 － － 7,618

 自己株式      

 普通株式 18 － － 18

 合計 18 － － 18

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年７月13日 

定時株主総会 
普通株式 60,794 8 平成18年４月20日 平成18年７月13日

平成18年11月６日 

取締役会 
普通株式 60,794 8 平成18年10月20日 平成19年１月17日

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
配当の原資  

1株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成19年７月18日 

定時株主総会 
普通株式 60,794 利益剰余金 8 平成19年４月20日 平成19年７月19日

前中間会計期間 
（自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係 

（平成18年10月20日現在） （平成19年10月20日現在） （平成19年４月20日現在） 

 （千円）

現金及び預金勘定 1,601,761

現金及び現金同等物 1,601,761

 （千円）

現金及び預金勘定 1,147,271

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金  
△100,000

現金及び現金同等物 1,047,271

 （千円）

現金及び預金勘定 1,339,047

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金  
△100,000

現金及び現金同等物 1,239,047
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（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

ソフト
ウェア 

5,200 4,853 346 

合計 5,200 4,853 346 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

工具器
具及び
備品 

4,850 646 4,203 

合計 4,850 646 4,203 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

期末残
高相当
額 
（千円）

工具器
具及び
備品 

4,850 161 4,688 

合計 4,850 161 4,688 

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 360千円 

１年超 －千円 

合計 360千円 

１年内 923千円 

１年超 3,328千円 

合計 4,252千円 

１年内 907千円 

１年超 3,794千円 

合計 4,701千円 

 ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 726千円 

減価償却費相当

額 
696千円 

支払利息相当額 5千円 

支払リース料 530千円 

減価償却費相当

額 
484千円 

支払利息相当額 80千円 

支払リース料 1,265千円 

減価償却費相当

額 
1,205千円 

支払利息相当額 6千円 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について） 

同左 

 （減損損失について） 

同左  
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（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年10月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当中間会計期間において、減損処理は行っておりません。 

 なお、減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認

められた額について、減損処理を行う方針であります。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年10月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当中間会計期間において、減損処理は行っておりません。 

 なお、減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認

められた額について、減損処理を行う方針であります。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 92,362 236,762 144,399 

(2）債券 100,000 100,080 80 

合計 192,362 336,842 144,479 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

(1)非上場株式 2,650 

(2)その他 19,510 

合計 22,160 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 411,257 572,675 161,417 

合計 411,257 572,675 161,417 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

(1)非上場株式 2,650 

(2)その他 17,729 

合計 20,379 
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前事業年度末（平成19年４月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当事業年度において、減損処理は行っておりません。 

 なお、減損処理にあたっては、事業年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減

損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認めら

れた額について、減損処理を行う方針であります。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月21日 至 平成18年10月20日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

中間期末残高がないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月21日 至 平成19年10月20日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

中間期末残高がないため、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月21日 至 平成19年４月20日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

期末残高がないため、該当事項はありません。 

 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1) 株式 92,362 377,503 285,140 

(2) 債券 100,000 100,020 20 

合計 192,362 477,523 285,160 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

(1)非上場株式 2,650 

(2)その他 19,236 

合計 21,886 
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（ストック・オプション等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月21日 至 平成18年10月20日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月21日 至 平成19年10月20日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月21日 至 平成19年４月20日） 

該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自  平成18年４月21日 至  平成18年10月20日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自  平成19年４月21日 至  平成19年10月20日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自  平成18年４月21日 至  平成19年４月20日） 

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 ２．１株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 平成19年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ) 中間配当による配当金の総額・・・・・・・37百万円 

(ロ) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・5円00銭 

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成20年１月17日 

(注) 平成19年10月20日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日）

前事業年度 
（自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日）

１株当たり純資産額（円） 715.93 723.55 741.44 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（△：純損失）（円） 
21.14 △0.24 43.67 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益 

  潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額について

は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額について

は、１株当たり中間純損失

であり、また、潜在株式が

存在していないため記載し

ておりません。 

 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日）

前事業年度 
（自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日）

純資産の部の合計額（千円） 5,440,598 5,498,495 5,634,503 

純資産の部の合計額から控除

する金額（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期

末）の純資産額（千円） 
5,440,598 5,498,495 5,634,503 

中間期末（期末）の普通株式

の数（千株） 
7,599 7,599 7,599 

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月21日 
至 平成18年10月20日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月21日 
至 平成19年10月20日）

前事業年度 
（自 平成18年４月21日 
至 平成19年４月20日）

中間（当期）純利益（△：純

損失）（千円） 
160,618 △1,821 331,880 

普通株式に帰属しない金額

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）

純利益（△：純損失）（千

円） 

160,618 △1,821 331,880 

期中平均株式数（千株） 7,599 7,599 7,599 
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第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第33期）（自 平成18年４月21日 至 平成19年４月20日）平成19年７月18日近畿財務局長に提出。 

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年７月24日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第33期）（自 平成18年４月21日 至 平成19年４月20日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

 ます。 

（3）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年11月９日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第33期）（自 平成18年４月21日 至 平成19年４月20日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

 ます。  

（4）臨時報告書 

 平成19年11月22日近畿財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま 

 す。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

   平成19年１月12日 

株 式 会 社 ダ イ サ ン    

取締役会 御中  

 霞 が 関 監 査 法 人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 剱 持 俊 夫  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 藤 本 勝 美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ダイサンの平成18年４月21日から平成19年４月20日までの第33期事業年度の中間会計期間（平成18年４月21日から平成

18年10月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ダイサンの平成18年10月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月21日

から平成18年10月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成20年１月11日 

株 式 会 社 ダ イ サ ン    

取締役会 御中  

 霞 が 関 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 藤 本 勝 美  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 森 内 茂 之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ダイサンの平成19年４月21日から平成20年４月20日までの第34期事業年度の中間会計期間（平成19年４月21

日から平成19年10月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ダイサンの平成19年10月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月21日

から平成19年10月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 


